
（ 基準の特例）  

第 3 0 条の６  第 3 0 条の２ から 第 3 0 条の４ ま での規定は、 住宅用防災警報器等について、 消防

長が、 住宅の位置、 構造又は設備の状況から 判断し て、 こ れら の規定によ る 住宅用防災警報器等

の設置及び維持に関する 基準によ ら なく と も 、住宅における 火災の発生又は延焼のおそれが著し

く 少なく 、かつ、住宅における 火災によ る 被害を 最少限度にと ど める こ と ができ る と 認める と き

においては、 適用し ない。（ ほ）  

 

【 解説】  

 本条は、 消防長又は消防署長が、 住宅の位置、 構造又は設備の状況から 判断し て、 住宅における 火

災の発生又は延焼のおそれが著し く 少なく 、かつ、住宅における 火災の被害を 最少限度に止める こ と

ができ る と 認める と き において当該条例の規定に関する 適用を 除外する こ と ができ る こ と を 規定し

たも のである 。  

 

１  本条は、例えば住宅用防災機器に代わる 新たに出現する 特殊な機器の設置によ り 住宅用防災機器

を 設置し た場合と 同等の効果がある と 認めら れる 場合に、 消防長又は消防署長が、 住宅の位置、 構

造又は設備の状況から 判断し て、住宅における 火災の発生又は延焼のおそれが著し く 少なく 、かつ、

住宅における 火災の被害を 最少限度に止める こ と ができ る と 認める と き において、当該条例の規定

に関する 適用除外が認めら れる も のである こ と を 規定し たも のであ る 。  

 

２  条例第 3 0 条の３ から 第 3 0 条の５ ま でに定める 住宅用防災機器の設置及び維持に関する 基準は、

一定の条件を 想定し て定めら れた標準的な基準であり 、個々の住宅の事情を 考慮し 、特殊なケース

にも 対応し た規定と はなっ ていない。明確な判断基準と し て特殊なケ ース についても 定めておく こ

と が理想的である が、個別具体的な技術上の基準を あら かじ めすべて定めておく こ と は事実上不可

能である こ と から 、消防長又は消防署長が個々の状況を 判断し 、適用除外と する こ と と し たも ので

ある 。  

 

３  なお、消防長又は消防署長が本条の適用除外を 判断する 際には、単に住宅において防火管理が適

切に行われている と いう よ う な主観的な要素は適用除外の要件と し ては不十分であり 、あく ま で物

的な代替措置又は具体的な環境条件（ 周囲の状況） が存在し 、 住宅における 火災発生・ 延焼の可能

性が著し く 少なく 、かつ、火災被害の発生が最少限度に止める こ と が可能と なる こ と が必要と さ れ、

客観的な判断が求めら れる も のである 。 具体的には、  

⑴ 消防法令の想定し ていないよ う な高性能を 有する 特殊な警報器や消火設備等が設置さ れてい

る 場合 

⑵ 市町村の助成事業等によ り 、既に住宅用防災警報器と 概ね同等の性能を 有する 住宅用火災警報

器等又はこ れに類する 機器が設置さ れている 場合（ 第 3 0 条の 3 第１ 項に定めら れた住宅の部分

に設置さ れている 場合に限る 。）  

⑶ 共同住宅の特例基準（ 「 共同住宅等に係る 消防用設備等の技術上の基準の特例について」 （ 昭

和 6 1 年 1 2 月５ 日付け消防予第 1 7 0 号） 及び「 共同住宅等に係る 消防用設備等の技術上の基



準の特例について」 （ 平成７ 年 1 0 月５ 日付け消防予第 2 2 0 号） に定める 共同住宅用自動火災

報知設備、住戸用自動火災報知設備又は共同住宅用ス プリ ン ク ラ ー設備が設置さ れている 場合な

ど に住宅用防災警報器等の設置を 免除する こ と が考えら れる 。  

 

なお、 以下の質疑応答を 参照さ れたい。  

問１  住宅用防災報知設備に係る 規格に適合し てない火災感知及び警報機能を 有する ホーム セキュ

リ ティ ーシス テム（ 警備業者等が設置し ている 場合を 含む。）が既存住宅に設置さ れている 場合、

既存住宅への適用期日以降、 消防長（ 消防署長） の特例を 適用し て差し 支えないか。  

( 答 ) 既存住宅について、 条例で定める 適用期日以降は、 令第５ 条の６ 第２ 号（ 条例第 3 0 条の２ 第

２ 号） に規定する 住宅用防災報知設備を 条例で定める 設置維持基準に基づいて設置維持する 必要

がある が、当該適用期日前に設置さ れた火災感知及び警報機能を 有する ホーム セキュ リ ティ ーシ

ス テム であっ て、 次のすべての要件を 満たすも のを 設置し ている 場合は、 令第５ 条の８ （ 条例第

3 0 条の６ ） に基づき 条例に定める 消防長（ 消防署長） の特例に係る 規定を 適用し て差し 支えな

い。 なお、 設置場所については条例に定める 基準に適合する 必要がある こ と 。  

１  火災感知及び警報機能に係る 感知部は、法第 2 1 条の２ 第２ 項の技術上の規格に適合する 感

知部又は住宅用火災警報器等規格省令第６ 条若し く は第７ 条に定める 感度を 有する 機器を 用

いている こ と 。  

２  警報機能を 有する 機器は、 火災警報音の音圧が、 7 0 デシベル以上（ 警報部の中心から 前方

１ メ ート ル離れた地点で測定し た値） であり 、 かつ、 令第５ 条の７ 第１ 項第１ 号（ 条例第 3 0

条の３ 第１ 項） に定める 住宅の部分が存する 階に、 住宅の内部にいる 者に対し て、 有効に火災

の発生を 報知でき る よ う に設置さ れている こ と 。  

３  １ の感知器等の発報と 連動し て、 当該階の警報を 発する 機器（ 住宅用防災警報機、 補助警報

装置等） が鳴動する こ と 。  

なお、既存住宅への適用期日以降に、当該ホーム セキュ リ ティ ーシス テム の感知器等及び受

信機の交換等によ り 、 機器に変更が加えら れる 場合、 当該変更さ れる 部分については、 令第５

条の６ 第２ 号（ 条例第 3 0 条の２ 第２ 号） 及び条例に定める 基準に従い設置を する よ う 指導す

る こ と 。  



 

 

問２  既存住宅に住宅用ス プリ ン ク ラ ー設備（ 水道の給水管に直結する も のを 含む。） が設置さ れて

いる 場合、 消防長（ 消防署長） の特例を 適用し て差し 支えないか。  

( 答 ) 当該設備が、「 住宅用ス プリ ン ク ラ ー設備に係る ガイ ド ラ イ ン について」 平成３ 年３ 月 2 5 日

付け消防予第 5 3 号） に定める 基準に適合する も の又はこ れと 同等以上の機能を 有する 場合、当

該設備の有効範囲内の住宅の部分については、 令第５ 条の８ （ 条例第 3 0 条の６ ） に基づき 条例

に定める 消防長（ 消防署長） の特例に係る 規定を 適用し て差し 支えない。  

 

問３  ワ ン ルーム マン ショ ン 等において、調理の煙等によ り 非火災報が頻発する 場合等住宅用防災警

報器の設置が適さ ない場合は、 消防長（ 消防署長） の特例を 適用し 、 低温式住宅用火災警報器の

設置を 認めて差し 支えないか。  

( 答 ) お見込みのと おり 。  

 

問４  令第５ 条の７ 第１ 項第１ 号ロ（ 条例第 3 0 条の３ 第１ 項第２ 号） の規定によ り 住宅用防災警報

器等を 設置する 場合、 当該階段が吹き 抜けの階段で、 設置基準に従い設置でき ない場合、 又は階

段の踊り 場等の天井等に設置が困難な場合、 設置基準を 緩和し て差し 支えないか。  

( 答 ) 住宅の形態等によ り 、設置基準に従い設置でき ない場合又は設置が困難な場合は、令第５ 条の

８ （ 条例第 3 0 条の６ ） に基づき 条例に定める 消防長（ 消防署長） の特例に係る 規定を 適用し 、

当該階段に流入し た火災の煙を 有効に感知でき る 位置に設置し て差し 支えない。  

 

問５  既存住宅に設置さ れている 、住宅用防災警報器等規格省令に適合する 住宅用防災警報器又は住

宅用防災報知設備の感知器が、条例に定める 壁等から の離隔距離が確保さ れてない場合、消防長

（ 消防署長） の特例を 適用し て差し 支えないか。  

( 答 ) 当該住宅用防災警報器又は住宅用防災報知設備の感知器が、容易に移設でき ない等当該場所に



設置する こ と がやむを 得ないと 認めら れる 場合であ っ て、 かつ、 火災の発生を 有効に感知し 及

び報知でき る 位置に設置さ れている 場合は、 条例に定める 消防長（ 消防署長） の特例に係る 規

定を 適用し て差し 支えない。  

 

問６  既存の住宅において、熱式の住宅用火災警報器を 設置し ている 場合、条例によ り 煙式の住宅用

防災警報器の設置を 指導する のか。  

( 答 ) 平成 1 8 年６ 月１ 日に現に存する 住宅において、熱式住宅用火災警報器が設置さ れている も の

（ 寝室その他の条例で規定する 部分に設置さ れている 場合に限る 。） については、 条例第 3 0 条

の６ を 適用し 、 条例第 3 0 条の２ 第１ 号の住宅用防災機器が設置さ れている も のと みなし て差

し 支えない。  

 

問７  「 火災予防条例（ 例） の運用について」（ 平成 1 6 年 1 2 月 1 5 日付け消防安第 2 2 8 号） 第二・

１ ・ ⑵に規定する 基準の特例について、既に市町村の補助事業によ り １ ヶ 所でも 住宅用火災警

報器が設置さ れている 場合、 すべての場所において設置が免除さ れる か。  

( 答 ) 当該住宅用火災警報器の有効範囲の住宅の部分については特例が適用さ れる も のである が、そ

の他の条例で定める 住宅用防災警報器等の設置が必要な場所については、 設置を 要する も の

である 。  


